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第 1問 
 公害のような負の外部性を想定して、以下の設問に答えなさい。 
1) 空欄（Ａ）～（Ｄ）に適当な語を記入しなさい。（各 5点、計 20点） 
このとき市場の失敗が生じるのは（Ａ）と（Ｂ）が乖離するためである。

社会的に望ましいのは（Ａ）に従って行動することであるが、経済主体

は（Ｂ）に従って行動するので、（Ｃ）が最大にならず（Ｄ）が発生する。 
2) 市場の失敗を是正するための対処法として経済学的に適切でないものを
１つ選びなさい。（5点） 
①負の外部性の原因となっている財に課税する。 
②被害者が加害者に金銭を支払う。 
③公害の排出を全面的に禁止する。 
④公害を排出する権利を売買する市場を創設する。 
⑤被害者と加害者を合併させ、内部化を図る。 

 
第 2問 
 公共財に関する以下の設問に簡潔に答えなさい。 
1) 公共財の性質、①消費の非排他性、②消費の排除不能性、について説明しなさい。（各 5点、計 10点） 
2) 空欄（ア）を適当な語で埋めなさい。（5点） 
私的財の最適条件は「限界効用＝限界費用」であるが、公共財の最適条件は「（ア）＝限界費用」である。 

3) 公共財ではフリーライダーが発生するのは何故か。1)の 2つの性質に即して簡潔に述べなさい。（10点） 
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第 3問 
 可処分所得の x×100%（0<x<1）が消費され、政府支出の乗数効果が４だとする。消費
以外の総需要項目（投資など）が変化しないものとして、以下の設問に答えなさい。 
1) xはいくつか。（10点） 
2) このとき減税の乗数効果はいくつか。（10点） 
3) 政府支出をすべて増税で賄う場合、乗数効果はいくつになるか。（5点） 
 

第 4問 
 X国と Y国では、2005年から 2006年にかけて、下表のように労働力と資本設備
が変化した。また、両国で一人あたりの労働時間は変化しておらず、労働分配率は

0.8で一定であるとする。これらの数字を基に、以下の設問に答えなさい。 
X国 Y国  

労働力 資本設備 労働力 資本設備
2005年 2000 300 4000 500 
2006年 2200 315 4040 510 

1) 資本分配率はいくつか。（5点） 
2) 労働力と資本設備のみを考慮した場合に予想される経済成長率は何％か。X国、

Y国それぞれについて値を示しなさい。（各 5点、計 10点） 
3) 現実の経済成長率は X国で 10.0%、Y国で 1.6%であった。これらの数字を 2)の予想値と比較し、X国、Y
国それぞれについて技術進歩率の値を求めなさい。（各 5点、計 10点） 
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